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有期労働契約に関する参照条文

○ 労働基準法（昭和22年法律第49号）（抄）

第14条 労働契約は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間を定

めるもののほかは、３年（次の各号のいずれかに該当する労働契約にあつては、５年）

を超える期間について締結してはならない。

一 専門的な知識、技術又は経験（以下この号において「専門的知識等」という。）で

あつて高度のものとして厚生労働大臣が定める基準に該当する専門的知識等を有する

労働者（当該高度の専門的知識等を必要とする業務に就く者に限る。）との間に締結

される労働契約

二 満60歳以上の労働者との間に締結される労働契約（前号に掲げる労働契約を除く。）

２ 厚生労働大臣は、期間の定めのある労働契約の締結時及び当該労働契約の期間の満了

時において労働者と使用者との間に紛争が生ずることを未然に防止するため、使用者が

講ずべき労働契約の期間の満了に係る通知に関する事項その他必要な事項についての基

準を定めることができる。

３ 行政官庁は、前項の基準に関し、期間の定めのある労働契約を締結する使用者に対し、

必要な助言及び指導を行うことができる。

附則第137条 期間の定めのある労働契約（一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの

を除き、その期間が１年を超えるものに限る。）を締結した労働者（第14条第１項各号

に規定する労働者を除く。）は、労働基準法の一部を改正する法律（平成15年法律第10

4号）附則第３条に規定する措置が講じられるまでの間、民法第628条の規定にかかわら

ず、当該労働契約の期間の初日から１年を経過した日以後においては、その使用者に申

し出ることにより、いつでも退職することができる。

○ 労働契約法（平成19年法律第128号）（抄）

第３条 （第１項 略）

２ 労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に応じて、均衡を考慮しつつ締結し、

又は変更すべきものとする。

（３～５ 略 ）

第16条 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場

合は、その権利を濫用したものとして、無効とする。

第17条 使用者は、期間の定めのある労働契約について、やむを得ない事由がある場合で

なければ、その契約期間が満了するまでの間において、労働者を解雇することができな

い。

２ 使用者は、期間の定めのある労働契約について、その労働契約により労働者を使用す

る目的に照らして、必要以上に短い期間を定めることにより、その労働契約を反復して

更新することのないよう配慮しなければならない。

27



○ 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成5年法律第76号）（抄）

第８条 事業主は、業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」とい

う。）が当該事業所に雇用される通常の労働者と同一の短時間労働者（以下「職務内容

同一短時間労働者」という。）であって、当該事業主と期間の定めのない労働契約を締

結しているもののうち、当該事業所における慣行その他の事情からみて、当該事業主と

の雇用関係が終了するまでの全期間において、その職務の内容及び配置が当該通常の労

働者の職務の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更されると見込まれるもの

（以下「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」という。）については、短時間労働

者であることを理由として、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他

の待遇について、差別的取扱いをしてはならない。

２ 前項の期間の定めのない労働契約には、反復して更新されることによって期間の定め

のない労働契約と同視することが社会通念上相当と認められる期間の定めのある労働契

約を含むものとする。

第９条 事業主は、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用する短時間労働者（通

常の労働者と同視すべき短時間労働者を除く。次条第２項及び第１１条において同じ。）

の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案し、その賃金（通勤手当、退

職手当その他の厚生労働省令で定めるものを除く。次項において同じ。）を決定するよ

うに努めるものとする。

１ 事業主は、前項の規定にかかわらず、職務内容同一短時間労働者（通常の労働者と同

視すべき短時間労働者を除く。次条第１項において同じ。）であって、当該事業所にお

ける慣行その他の事情からみて、当該事業主に雇用される期間のうちの少なくとも一定

の期間において、その職務の内容及び配置が当該通常の労働者の職務の内容及び配置の

変更の範囲と同一の範囲で変更されると見込まれるものについては、当該変更が行われ

る期間においては、通常の労働者と同一の方法により賃金を決定するように努めるもの

とする。

第10条 事業主は、通常の労働者に対して実施する教育訓練であって、当該通常の労働者

が従事する職務の遂行に必要な能力を付与するためのものについては、職務内容同一短

時間労働者が既に当該職務に必要な能力を有している場合その他の厚生労働省令で定め

る場合を除き、職務内容同一短時間労働者に対しても、これを実施しなければならない。

２ 事業主は、前項に定めるもののほか、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用

する短時間労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力及び経験等に応じ、当該短時

間労働者に対して教育訓練を実施するように努めるものとする。

第11条 事業主は、通常の労働者に対して利用の機会を与える福利厚生施設であって、健

康の保持又は業務の円滑な遂行に資するものとして厚生労働省令で定めるものについて

は、その雇用する短時間労働者に対しても、利用の機会を与えるように配慮しなければ

ならない。

28



第12条 事業主は、通常の労働者への転換を推進するため、その雇用する短時間労働者に

ついて、次の各号のいずれかの措置を講じなければならない。

一 通常の労働者の募集を行う場合において、当該募集に係る事業所に掲示すること等

により、その者が従事すべき業務の内容、賃金、労働時間その他の当該募集に係る事

項を当該事業所において雇用する短時間労働者に周知すること。

二 通常の労働者の配置を新たに行う場合において、当該配置の希望を申し出る機会を

当該配置に係る事業所において雇用する短時間労働者に対して与えること。

三 一定の資格を有する短時間労働者を対象とした通常の労働者への転換のための試験

制度を設けることその他の通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずるこ

と。

２ 国は、通常の労働者への転換を推進するため、前項各号に掲げる措置を講ずる事業主

に対する援助等必要な措置を講ずるように努めるものとする。

第13条 事業主は、その雇用する短時間労働者から求めがあったときは、第６条から第１

１条まで及び前条第１項の規定により措置を講ずべきこととされている事項に関する決

定をするに当たって考慮した事項について、当該短時間労働者に説明しなければならな

い。

○ 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針

(平成19年10月1日厚生労働省告示第326号)（抄）

第２ 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに当た

っての基本的考え方

三 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに際して、その雇用する通

常の労働者その他の労働者の労働条件を合理的な理由なく一方的に不利益に変更するこ

とは法的に許されないこと、また、所定労働時間が通常の労働者と同一の有期契約労働

者については、短時間労働者法第２条に規定する短時間労働者に該当しないが、短時間

労働者法の趣旨が考慮されるべきであることに留意すること。
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○ 有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準(平成15年10月22日厚生労働省告

示第357号)

(契約締結時の明示事項等)

第１条 使用者は、期間の定めのある労働契約(以下「有期労働契約」という。) の締結

に際し、労働者に対して、当該契約の期間の満了後における当該契約に係る更新の有無

を明示しなければならない。

２ 前項の場合において、使用者が当該契約を更新する場合がある旨明示したときは、使

用者は、労働者に対して当該契約を更新する場合又はしない場合の判断の基準を明示し

なければならない。

３ 使用者は、有期労働契約の締結後に前２項に規定する事項に関して変更する場合には、

当該契約を締結した労働者に対して、速やかにその内容を明示しなければならない。

(雇止めの予告)

第２条 使用者は、有期労働契約(当該契約を３回以上更新し、又は雇入れの日から起算

して１年を超えて継続勤務している者に係るものに限り、あらかじめ当該契約を更新し

ない旨明示されているものを除く。次条第２項において同じ。) を更新しないこととし

ようとする場合には、少なくとも当該契約の期間の満了する日の３０日前までに、その

予告をしなければならない。

(雇止めの理由の明示)

第３条 前条の場合において、使用者は、労働者が更新しないこととする理由について証

明書を請求したときは、遅滞なくこれを交付しなければならない。

２ 有期労働契約が更新されなかった場合において、使用者は、労働者が更新しなかった

理由について証明書を請求したときは、遅滞なくこれを交付しなければならない。

(契約期間についての配慮)

第４条 使用者は、有期労働契約(当該契約を１回以上更新し、かつ、雇入れの日から起

算して１年を超えて継続勤務している者に係るものに限る。) を更新しようとする場合

においては、当該契約の実態及び当該労働者の希望に応じて、契約期間をできる限り長

くするよう努めなければならない。
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パートタイム労働法における均衡待遇の確保

◎･･･パート労働者であることによる差別的取扱いの禁止 ○・・・実施義務・配慮義務
□・・・同一の方法で決定する努力義務 △・・・職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務

通常の労働者との職務の内容、人材活用の仕組み・運用等及び契約期間の違いに応じて、それぞれ以下のよ
うな措置を講ずることにより、均衡のとれた待遇の確保を図ろうとするもの。

【パート労働者の態様】

通常の労働者と比較して、

賃 金 教育訓練 福利厚生

職務関連賃金

・基本給

・賞与

・役付手当等

左以外の賃金

・退職手当

・家族手当

・通勤手当等

職務遂行に
必要な能力
を付与する
もの

左以外の
もの（キャ
リアップの
ための訓
練など）

・給食施設

・休憩室

・更衣室

左以外のも
の（慶弔休
暇、社宅の
貸与等）

職務の内容
（業務の内容
及び責任）

人材活用の仕
組みや運用な
ど（人事異動の
有無及び範囲)

契約期間

①通常の労働者と同視すべきパート労働者

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎同じ
全雇用期間を通
じて同じ

無期ｏｒ反復
更新により無
期と同じ

②通常の労働者と職務の内容と人材活用の
仕組みや運用などが同じパート労働者

□ － ○ △ ○ －
同じ

一定期間は
同じ

－

③通常の労働者と職務の内容が同じ
パート労働者

△ － ○ △ ○ －
同じ 異なる －

④通常の労働者と職務の内容も異なる
パート労働者

△ － △ △ ○ －
異なる － －
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有期労働契約に係るこれまでの指摘等 

 

 

○ 労働基準法の一部を改正する法律（抄） 

 （平成 15 年法律第 104 号） 

 

 附則第３条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合に

おいて、この法律による改正後の労働基準法第 14

条の規定について、その施行の状況を勘案しつつ

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。 

 

   

○ 労働政策審議会労働条件分科会答申（抄） 

 （平成 18 年 12 月 27 日） 

 

５ 有期契約労働者については、今回講ずることとなる上記①

から③までの施策以外の事項については、就業構造全体に

及ぼす影響も考慮し、有期労働契約が良好な雇用形態とし

て活用されるようにするという観点も踏まえつつ、引き続き検

討することが適当。 

 

（注）上記①から③までの施策とは、契約期間中の解雇、契約期間についての配

慮、雇止めの予告の対象範囲拡大のこと。 
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11.1 11.5 
12.0 

12.5 
12.9 

13.6 13.8 13.9 14.1 14.1 14.0 13.7 13.8 

8

10

12

14

16

9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年

・ 雇用者数に占める有期契約労働者の割合（単位：％）

(%)

・ 雇用者数及び有期契約労働者数（単位：万人）

9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年

雇用者 5391 5368 5331 5356 5369 5331 5335 5355 5393 5472 5523 5524 5460

有期契約労働者 600 619 641 671 692 727 737 746 762 769 772 757 751

「有期契約労働者」：「臨時雇」と「日雇」の合計。
「臨時雇」・・・1か月以上1年以内の期間を定めて雇われている者
「日雇」・・・・・日々又は1か月未満の契約で雇われている者 ※総務省「労働力調査（基本集計）」に基づいて記載

（平成）

有期契約労働者の推移
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「ＯＥＣＤ対日審査報告書2008」における日本の雇用保護への指摘 

 

The enhanced flexibility afforded by using non-regular workers is important to compensate for the 
high level of employment protection provided to regular workers.（中略） 
In a world of increasing competition, Japanese firms have an incentive to maintain a minimum 
number of regular workers and to adjust to demand fluctuations by relying on non-regular workers 
and outsourcing. While employment protection legislation applies to all workers in principle, 
non-regular workers, who in general are non-unionised, are less protected in practice. Employment 
protection is thus strongest for regular workers, who are defined as those with indefinite contracts. 
Moreover, many non-regular workers have fixed-term contracts, making it easy for firms to 
terminate employment by not renewing the contract. In sum, non-regular employment helps firms 
achieve the profit-maximising levels of output and employment, while containing adjustment costs.  
（中略） 
 
Box 6.1. Summary of recommendations to reform the labour market 

Reverse the trend toward increasing labour market dualism 
● Reduce employment protection for regular workers to reduce the incentive for hiring non-regular 

workers to enhance employment flexibility. 
 
（出典）「OECD Economic Surveys JAPAN Volume 2008/4 April 2008」 
 
＜仮訳＞ 
非正規労働者を雇用することで流動性を高めることは、正規労働者に対する強度の雇用保

護の代償として重要となっている。（中略） 
競争が激化する中で、日本の企業には正規労働者の雇用を最小限にとどめ、非正規労働者

や外部委託によって需要変動に適応するインセンティブを有している。雇用保護法制が原

則として全ての労働者に適用される一方で、通常、労働組合に加入していない非正規労働

者については、実際の保護の度合いは弱くなっている。したがって、雇用保護は、無期契

約である正規労働者において最も強くなっている。さらにいえば、多くの非正規労働者は、

契約更新の拒絶によって企業が雇用を容易に終了させることができる有期労働契約となっ

ている。要するに、非正規労働者は、企業が需給調整コストを抑制する一方で、利潤を最

大化させる生産と雇用の水準を達成することに役立っているのだ。 
（中略） 
 
労働市場改革に向けた提言概要 
労働市場の二重性の進展傾向を反転させる 

・正規労働者への雇用保護を縮小することで、雇用の流動性を高めるために非正規労働者

を雇用するインセンティブを削減すること 
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理念 締結理由の制限
勤続年数又は

契約更新回数の上限制限
期間満了、雇止めに係るルール等

アメリカ 有期と無期の法的位置づけに差なし なし なし なし

日本 有期と無期の法的位置づけに差なし なし

勤続年数、更新回数に制限なし

※　ただし、実質無期又は雇用保護への合理的期待が認められる場合
の雇止めは、解雇権濫用法理の類推適用等で無効とされることあり

・３回以上更新されている場合等には、契約期間満了日の30日前までに
雇止めの予告が必要。また、労働者の請求により更新しない理由の証明
書を交付することが必要（大臣告示）。
・労働契約法において、使用する目的に照らして、必要以上に短い期間を
定めることにより、その労働契約を反復更新することのないように配慮し
なければならないこととされている。
・一定の有期契約（1回以上更新かつ1年超の継続勤務）を更新する場合
は、実態及び希望に応じて、契約期間をできる限り長くするよう努めなけ
ればならない（大臣告示）。

デンマーク 有期の濫用防止 なし

・有期契約の更新は、原則として客観的理由（病気や妊娠などの予期で
きない状況など）により正当化される場合に限定。
・大学における教師や研究者等については、更新は２回まで。
・法違反は損害賠償請求の対象となる
・反復継続的利用の濫用があった場合、無期契約となる（判例法理）

なし

イギリス 有期の濫用防止 なし

・最長４年まで、その間原則更新回数制限なし
・ただし、①客観的に正当化される場合、②労働協約等で延長されてい
る場合は除く
・反復継続的利用の濫用を防ぐため、①継続して雇用される期間の上
限、②更新回数の上限、③更新の正当化事由について労働協約等で定
めることにより法定ルールの修正が可能
・４年経過後、契約が更新された場合等には、無期化

・中断後の再雇用は、中断期間が継続期間として一定の範囲に収まるよ
うなものであれば継続期間として扱われる。

韓国 有期の濫用防止 なし
・最長２年まで、その間更新回数制限なし
・２年を超えた場合は無期みなし なし

ドイツ 有期の濫用防止

・２年間まで、なし
・２年を超える場合の期間の定めは、客観的な理由（法律
に例示列挙）により正当化される場合に可
①一時的な労働需要への対応
②他の労働者の代理
③労働者の個人的事由　など

・更新回数制限なし（期間の定めが正当化される場合）
・正当化されない場合、最長２年まで、その間更新は原則3回まで（労働
協約で別の定めをすることができる）
・企業の設立後最初の4年間においては、最長4年、その間における複
数回の更新も許容。
・52才以上の労働者は最長５年、その間における複数回の更新も許容。
・違反した場合、無期みなし

・同一使用者と以前に労働関係にあった場合は、正当事由が不要な有期
契約を締結できない。

フランス
無期が原則

※　労働契約は期間の定めなく締結さ
れる（労働法典）

・締結事由を制限（法律に限定列挙）
①欠勤労働者等の特定の労働者の代替
②事業活動の一時的増加
③季節的業務、又は活動の性質及び業務の一時性ゆえに
期間の定めのない契約を利用しないことが慣行となってい
る活動部門での雇用等
・該当しない場合、無期みなし、賠償金支払、刑事罰

・最長１８ヶ月まで、その間更新は１回のみ可
・更新時にも正当事由が必要
・違反の場合、無期みなし、賠償金支払、刑事罰

・期間満了時に、期間の定めのない契約での継続が使用者から提示され
なかった場合に、使用者から契約終了手当（原則、契約期間中に支払わ
れた税込総報酬の10％）が支払われる。
・有期労働契約の終了後、同じ職に有期労働契約や派遣で労働者を採用
するためには、「クーリング期間」を置かなければならない。
①契約期間が14日以上の場合、更新を含めた最初の契約期間の3分の1
②契約期間が14日未満の場合、更新を含めた最初の契約期間の半分
（適用除外あり）
・違反は、無期契約とみなされるほか、刑事制裁の対象ともなる。

（資料出所）第５回有期労働契約研究会資料等を基に事務局にて作成

有期労働契約法制　　日本の現行法制、諸外国との比較
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理念
契約締結時の

労働条件等の明示
均衡待遇・差別的取扱いの禁止 正社員・無期契約への転換推進

アメリカ 有期と無期の法的位置づけに差なし
・多くの州では、１年を超える有期雇用契約を締結する場合、書面に
よらなければ当事者は法的拘束力を否定される。 なし なし

日本 有期と無期の法的位置づけに差なし
・契約期間、賃金その他一定の労働条件は書面で明示する必要（罰
則）
・更新の有無、更新の判断基準を明示する必要（大臣告示）

＜均衡待遇＞
・短時間労働者については、パートタイム労働法で均衡待遇を推進（正社員と同視
しうる短時間労働者については差別禁止規定あり）

＜正社員転換推進＞
短時間労働者については、パートタイム労働法により、事業主は、通常
の労働者への転換を推進するため、①　通常の労働者に係る求人情
報をその雇用する短時間労働者に周知、②　社内公募の機会提供、
③　通常の労働者への転換試験の整備等のいずれかの措置を講じな
ければならない。

デンマーク 有期の濫用防止 不明

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期契約労働者の労働条件は、その差が、雇用関係に期間制限があることのみ
を理由としている場合や客観的理由により正当化されない場合は、比較可能な無
期契約労働者へ適用されるものよりも不利であってはならない。
・報酬の期間比例の原則の適用。
・勤続年数を資格とする労働条件を設定するときは、その基準を異ならせることに
正当化できる理由がない限り同じにすること。

＜無期契約転換推進＞
・使用者は、有期契約労働者に対して、他の労働者と同様常用的地位
を得る機会を持てるよう、事業所における欠員について情報提供する
ものとする。
・使用者は、可能な限り、有期契約労働者がその技能、キャリア機会を
改善し、職業的移動可能性を高めるための適当な訓練へのアクセスを
容易にするものとする。

イギリス 有期の濫用防止

・1ヶ月以上勤続している被用者には、雇用継続期間等について、雇
用開始の2ヶ月以内に雇用条件明細書で交付する必要。
・不交付又は誤った内容の交付の場合、被用者は雇用審判所に対
して、雇用条件の特定又は修正を求めることができる。

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期雇用契約被用者は、比較対象となる被用者と比較してそれより不利に扱わ
れない権利を有する。（この権利は、不利な扱いが有期雇用であることを理由とす
るものであり、その取扱いが客観的理由に基づき正当化できない場合に限り付与
される）
・勤務条件に関連する勤続期間の資格要件は、不利な取扱いを受けない事項とし
て規則に例示。
・比較対象となる被用者より不利に扱われたか否かを判断するに際して、不適当
でなければ、比例原則が適用される。
・不利な扱いを受けていると考える有期雇用契約被用者は、使用者に対し、その
扱いの理由を記した書面の交付を求めることができる。

＜無期契約転換推進＞
・事業所内の期間の定めのない雇用契約の職を得る機会について無
期契約被用者との平等取扱い義務。

韓国 有期の濫用防止 不明

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・使用者は、期間制労働者であることを理由に、当該事業又は事業場で同種又は
類似業務に従事している期間の定めのない労働契約を締結した労働者に比べて
差別的処遇（注）をしてはならない。
（注）差別的処遇とは、賃金そのほかの労働条件等において合理的な理由なく不
利に取り扱うこと

＜無期契約転換推進＞
・使用者は、期間の定めのない労働契約を締結して新たに労働者を雇
用とする場合、当該事業又は事業場の同種又は類似業務に従事する
期間制労働者を優先的に雇用するように努めなければならない。

ドイツ 有期の濫用防止

・労働契約の期間設定は、有効となるためには書面性が必要。
・この場合、口頭で有期労働契約を締結し、後で書面を交付すること
は許容されない（判例）。
・違反した場合、無期みなし

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期雇用労働者は、客観的な理由が異なる取扱いを正当化する場合を除き、労
働契約の期間設定を理由として、比較可能な無期契約労働者よりも不利に取り扱
われてはならない。
・一定の算定期間について支給される賃金等については、少なくとも就業期間の割
合に応じて保障。
・一定の雇用条件が就業期間に係っている場合、異なる取扱いが客観的な理由に
より正当化される場合を除き、無期契約労働者と同じ期間を考慮。

＜無期契約転換推進＞
・使用者は、有期雇用労働者に対して、補充されるべき期間の定めの
ない労働ポストに関する情報を提供しなければならない。

フランス
無期が原則

※　労働契約は期間の定めなく締結され
る（労働法典）

・有期労働契約は必ず書面で締結しなければならない。
・契約書には、利用事由、契約満了日、更新条項、不確定期限の場
合は最低期間等を記載する必要。
・契約書は採用日から2就業日以内に交付する必要。
・違反の場合、無期みなし、賠償金支払、刑事罰

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期契約労働者は、異なる取扱いが客観的理由によって正当化されない限り，
比較可能な条件にある無期契約労働者と同じ権利・義務（法律・労働協約・職業慣
行に基づく権利）を享受する。
・報酬は、同等の格付けで同じ職務に従事する無期契約労働者が試用期間後に
受け取る報酬額を下回ってはならない。（違反に対して刑事制裁あり。）
・労働条件に勤続年数要件がある場合は異なる待遇も許容されることがある。

＜無期契約転換推進＞
・使用者は，当該企業において期間の定めのない契約で従事する職の
リストを通知する情報提供措置が存在する場合，有期契約労働者にも
そのリストを通知しなければならない。（無期契約労働者との平等取扱
い）

有期労働契約法制　　日本の現行法制、諸外国との比較

（資料出所）第５回有期労働契約研究会資料等を基に事務局にて作成
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